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4
ふるさとを遠くで見
守る応援事業

①休校や帰省自粛等の対応に追われている町外で就学して
いる学生に町内事業者から特産品等を送り、生活を応援する
②特産品購入及び発送に係る経費
③町外で生活する学生（中学、高校、大学、専門学生等）

R3.7.1 R3.9.9  604,190
特産品購入及び郵送にかかる委託料
・604,190円 Ａ

新型コロナウイルス感染症により、帰郷で
きない学生へ特産品の送付により、保護者
への支援と学生への郷土愛の醸成が図ら
れた。

○

5
飲食店緊急事態措
置影響緩和支援金
交付事業

①時短以外にも、外出控えで飲食店の影響が大きく、道の支
援対象外店舗に対して支援を行う。
②対象事業者への支援金
③時短営業対象外の飲食店事業者

R3.10.15 R4.1.14  1,100,000
飲食店緊急事態措置影響緩和支援金交
付事業
・1,100,000円（11事業者） Ａ

緊急事態宣言などの影響により落ち込ん
だ飲食業界に対して、経営持続につながる
支援ができた。

○ 事業者支援

6
商工業経営支援金
交付事業

①緊急事態宣言などの影響を受け、事業活動に支障が生じ
ている町内事業者に対して支援を行う。
②令和３年8月～9月のいずれかの月の総事業収入のうち、
前年又は前々年の同月比２０％以上の減収となった商工業事
業者に対する給付金に充当
③商工業事業者

R3.10.15 R3.12.29  2,100,000
商工業経営支援金交付事業
・2,100,000円（21事業者） Ａ

緊急事態宣言などの影響により事業活動
に支障が出ている商工業者に対して、経営
持続につながる支援ができた。

○ 事業者支援

7
交通事業者支援金
交付事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛により、
乗客数が大きく減少し経営に著しく影響を受けている「交通事
業者」を支援する目的で、支援金を支給する。
②対象事業者への支援金
③交通事業を経営する企業や個人事業者

R3.10.15 R4.3.31  650,000
交通事業者支援金交付事業
・650,000円（2事業者） Ａ

新型コロナウイルス感染症により、著しく経
営に影響を受けている交通事業者への支
援により、事業継続につながる支援ができ
た。

○ 事業者支援

8
水産業事業者経営
支援金交付事業

①コロナの影響を受けている水産業事業者の経営の安定化
②令和３年４月～12月のいずれかの月の総事業収入のうち、
前年又は前々年の同月比２０％以上の減収となった水産事業
者に対する給付金に充当
③水産業事業者

R3.10.15 R4.3.11  6,600,000
水産業事業者経営支援金交付事業
・6,600,000円（24事業者） Ａ

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、
原油価格や資材等が高騰し事業活動に支
障が生じている漁業を営む事業者を支援
することにより、町内経済の安定、地域活
力の増進及び雇用の維持が図られた。

○ 事業者支援

9
学校体験活動実施
支援事業

①修学旅行等の中止や延期に伴う追加的費用への支援
②修学旅行及び宿泊研修のキャンセル料及び延期による追
加的費用
③観光事業者

R3.10.15 R4.2.21  727,080
修学旅行や宿泊研修の延期に伴うキャン
セル料等
・727,080円（4件） Ａ

感染症の状況を見極め、実施時期を遅ら
せたが、追加費用を支援することにより、
保護者への費用負担が無く、事業を円滑
に実施することができた。

○ 事業者支援

10
地元食材を活用し
た食育推進事業

①新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受けている
地元生産者支援及び学校給食に地元産の食材を活用した食
育
②学校給食食材費
③児童及び生徒

R3.12.1 R4.3.28  176,573
地元産の食材を活用した給食材料費
・176,573円 B 学校給食に地元産の食材を提供すること

で、地元生産者への支援に有効であった。
○

11
子育て世帯給付金
事業

①国の子育て世帯給付金事業の対象外となった世帯に対し、
同様の給付金事業を行い、コロナ禍での生活支援を行う。
②対象者への給付金
③町民

R3.12.1 R4.3.31  6,000,000
国の子育て世帯給付金事業の対象外と
なった世帯を対象とした事業
・6,000,000円 Ａ コロナ禍の所得減少、物価高を踏まえた支

援を実施することができた。
○

12
感染症対策強化事
業（令和3年度分）

①行政検査などでカバーできない町民の不安を払拭を図る。
感染症拡大に伴い、罹患者への支援を行う。
②各種検査費用及び感染症拡大防止に係る消耗品や備品、
消毒の費用、食材費など
③町民、事業者など

R4.1.19 R4.3.31  3,021,510

コロナウイルス感染症対応に係る各種費
用
①クラスターに係るPCR検査等
・2,231,020円
②感染症対策に係る委託費用の増加
・790,490円

Ａ
除菌アルコールを常備し、罹患者対するＰ
ＣＲ検査キット等を購入し感染症対策に効
果的に活用された。ＰＣＲ検査キットは早期
検査が行われ、感染拡大予防に役立っ
た。また、アルコール消毒等の徹底により、
感染拡大防止に寄与することができた。

○

13
ホタテ貝操業支援
事業

①鵡川漁協が、漁具を購入し、操業者にリース方式で行うこと
により、操業者へのリース料の低減が図られ、漁業所得の向
上につながる。
②漁具の購入
③鵡川漁業協同組合

R4.2.22 R4.4.28  1,782,000
漁具の購入に対する支援
・1,782,000円 Ａ

新型コロナウイルス感染症の影響等により
漁業者、漁協の収入が減少する中、令和４
年３月からホタテの操業を行うにあたり、操
業に必要な漁具（八尺）を鵡川漁協が整備
し、操業者に貸出することにより操業時の
負担が軽減された。

○ 繰越

14
施設園芸燃油高騰
対策事業

①花卉・ニラ・メロン等の施設野菜農家に対し、コロナで高騰
した灯油単価の差額を支援。R３．１１～R４．３まで
②灯油の高騰分の一部を補助
③施設園芸農業者

R4.2.22 R4.6.1  3,003,240
対象者への補助金
・3,003,240円（28名） Ａ

新型コロナウイルス感染症の影響等を受
け、原油価格が高騰し、経営を圧迫されて
いる施設園芸を営む事業者への支援によ
り、町内経済の安定、地域活力の増進及
び雇用の維持が図られた。

○ 繰越

15
水産物直接販売支
援事業

①新型コロナウイルス感染症の影響により単価低迷している
漁業者支援を目的とする、むかわ町の水産物のＰＲや水産物
の売り上げ、漁業者所得の向上が図られる。
②直売所のＰＲ活動費
③鵡川漁業協同組合

R4.2.22 R5.2.28  431,000
水産物PRに係る鵡川漁業協同組合への
支援
・431,000円 B

 新型コロナウイルス感染症等の影響によ
り水産物の単価低迷やししゃもの不漁等に
より収入が減少している漁業者及び漁協
の所得向上のため、令和３年９月に開設し
た鵡川漁協直売所等で行うイベント等のＰ
Ｒにかかる経費を支援し、　また、令和４年
１月にバーチャル店舗を運営しネット販売
を強化するために実施するキャンペーンの
送料等の一部を支援することで、水産物の
ＰＲ及び漁業者所得の向上が図られた。

○ 繰越

16

学校保健特別対策
事業費補助金（感
染症対策等の学校
教育活動継続支援
事業）

①学校における必要な感染拡大防止対策を講じるため、必要
物品を整備する
②保健衛生用品
③小中学校

R3.4.1 R4.3.18  495,488
学校における感染症対策用備品等の整
備
・495,488円（5校） Ａ

学校施設における感染症対策に必要な消
耗品類及び児童生徒の学習保障に必要な
備品類の購入により、コロナ禍での学校運
営に非常に有効であった。

○

17

公立学校情報機器
整備費補助金（ＧＩＧ
Ａスクールサポー
ター配置支援事業）

①学校ＩＣＴ化を進めるため、専門的知識を有した人材による
教育現場へのＧＩＧＡスクール構想実現に必要な整備を行う
②サポーター人件費等
③小中学校

R3.4.1 R4.3.31  5,514,528
GIGAスクールサポーター委託料
・5,514,528円 Ａ

専門的知識を有した人材活用により、コロ
ナ禍で加速化しているＩＣＴを活用した教育
の充実を図ることができた。

○

令和３年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証

備　考

事業の効果

Ａ：非常に有効
Ｂ：有　　効
Ｃ：やや有効
Ｄ：効果なし

総事業費

事業の視点

実施
計画
Ｎｏ

交付対象事業の名
称

事業の検証
事業
始期

事業
終期

事業の実施状況、経費の内訳

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）
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令和３年度 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した事業の実施状況及び効果検証

備　考

事業の効果

Ａ：非常に有効
Ｂ：有　　効
Ｃ：やや有効
Ｄ：効果なし

総事業費

事業の視点

実施
計画
Ｎｏ

交付対象事業の名
称

事業の検証
事業
始期

事業
終期

事業の実施状況、経費の内訳

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

18

保育対策総合支援
事業費補助金（保
育環境改善等事業
のうち新型コロナウ
イルス感染症対策
支援事業）

①認定こども園等における感染拡大防止対策に必要な経費
②マスク、エタノール等の衛生用品等
③認定こども園及び地域保育所

R3.4.1 R4.3.31  1,904,983
認定こども園及び地域保育所における感
染症対策への経費
・1,904,983円（4施設） Ａ

認定こども園等の感染拡大防止に役立て
ることができ、安心安全な運営につながっ
た。

○

19

保育対策総合支援
事業費補助金（保
育所等業務効率化
推進事業（保育所
等におけるＩＣＴ化推
進等事業）

①認定こども園におけるオンライン研修の受講環境の整備
②オンライン研修等のパソコン等の導入経費
③認定こども園

R3.4.1 R4.3.31  1,041,500
認定こども園におけるICT推進に係る備
品購入
・1,041,500円（2施設） Ａ

オンライン研修を受けることで、職員の研
修機会の確保ができた。たま、業務の効率
化にもつながった。

○

20
感染症対策強化事
業（令和3年度分）

①行政検査などでカバーできない町民の不安を払拭を図る。
感染症拡大に伴い、罹患者への支援を行う。
②各種検査費用及び感染症拡大防止に係る消耗品や備品、
消毒の費用、食材費など
③町民、事業者など

R4.1.19 R4.3.31  1,979,681

コロナウイルス感染症対応に係る各種費
用（追加分）
①クラスターに係るPCR検査等
・1,979,681円 Ａ

除菌アルコールを常備し、罹患者対するＰ
ＣＲ検査キット等を購入し感染症対策に効
果的に活用された。ＰＣＲ検査キットは早期
検査が行われ、感染拡大予防に役立っ
た。また、アルコール消毒等の徹底により、
感染拡大防止に寄与することができた。

○


